
令和 5年度 決算報告と主な取り組み 

【一般会計決算の財政規模】 

 一般会計は、歳入・歳出額ともに前年度を下回りました。しかしながら、物価高騰

対策などにより、決算規模は依然として大きくなっています。 

 

【一般会計の歳入】 

 歳入では、市税や法人事業税交付金が増加した一方で、地方交付税が約 2.4億円の

減少となるなど、国や県から入ってくる使い道の自由な収入が大きく減少しました。 

また、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業や新・健康管理セン

ター整備事業の完了などにより、使い道が定まっている国庫支出金についても大きく

減少しました。 

総額では 8億 1,888万円減少しました。 

 

 

市税

38億394万円

使用料等

2億9,373万円

諸収入・繰入金等

19億8,858万円

地方譲与税等

10億9,294万円

地方交付税

55億4,051万円

国庫支出金

26億208万円

県支出金

17億3,619万円

市債

7億3,506万円 市税

使用料等

諸収入・繰入金等

地方譲与税等

地方交付税

国庫支出金

県支出金

市債

一般会計（歳入） １８６億１，１９１万円 



【一般会計の歳出】 

 歳出では、聖ルカ乳児ほいくえんの整備に係る補助やキッズプレイパーク「なない

ろ」の整備により、民生費が 1.7%増加しました。 

一方で、地域を支える「おばまチケット第 4弾」循環事業や道の駅リニューアル事

業の完了などにより商工費が 23.8%減少し、農業用ため池廃止事業の減などにより農

林水産業費は 14.8%減少、公民館がコミュニティセンターへ移行したことにより教育

費では 12.3%減少しました。 

総額では 7億 1,306万円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会費

1億7,148万円

総務費

25億9,031万円

民生費

58億9,561万円

衛生費

20億2,954万円

労働費

1億3,334万円

農林水産業費

7億3,315万円

商工費

6億1,052万円

土木費

18億2万円

消防費

5億6,163万円

教育費

10億8,917万円

災害復旧費

2,424万円 公債費

15億4,535万円
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【市債（借入金）残高の状況】 

 市債の令和５年度末残高は、143億 3,930万円で、市民一人当たりでは約 51万 5,000

円になります。 

 新規市債の発行が抑制されたことから、前年度より 7億 4,507万円（市民１人当た

り約２万円）減少しました。 

 
 

【基金（貯金）残高の状況】 

 基金の令和５年度末残高は 35 億 9,636 万円で、市民一人当たりでは約 12 万 9,000

円になります。 

 令和５年度は基金から 2 億 9,342 万円取崩しを行いましたが、3 億 4,504 万円積立

てを行った結果、前年度から 5,162 万円（市民１人当たり約５千円）増加しました。 
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億円 

2億 6,927万円 

9億 9,307万円 

23億 3,402万円 



【特別会計の決算状況】 

  歳入額（A） 
  

歳出額（B） 差引（A-B） 
うち一般会計繰入金 

国民健康保険事業 29 億 4,293 万円 2 億 0,773 万円 29 億 3,715 万円 578 万円  

後期高齢者医療 4 億 5,029 万円 1 億 1,398 万円 4 億 4,911 万円 118 万円  

介護保険事業 36 億 9,551 万円 5 億 5,031 万円 35 億 7,035 万円 1 億 2,516 万円 

農業集落排水事業 6 億 0,466 万円 1 億 6,376 万円 4 億 6,504 万円 1 億 3,962 万円 

漁業集落環境整備事業 5,662 万円  1,976 万円  4,399 万円  1,263 万円  

産業団地整備事業 1,647 万円  1,647 万円  1,647 万円  0 

加斗財産区運営事業 19 万円  0 18 万円  1 万円  

  



【令和５年度一般会計の主な取り組み】  

➢ 総務費 

■「おばまハッピー割」発行事業 7,516万円 

  電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、「ふく割」における独自

クーポンとして「おばまハッピー割」を発行 

■鯖街道ロングストーリー造成事業 1,932万円 

  日本遺産「御食国若狭と鯖街道」の世界観を体感できる外国人向けツアーを造成 

 

➢ 民生費 

■子ども医療費助成事業 1億 466万円 

  18歳までの子どもを対象に医療費を助成 

■子どもの遊び場整備事業 1億 6,827万円 

  キッズプレイパーク「なないろ」の整備を実施 

■保育施設等整備事業 1億 8,955万円 

  聖ルカ乳児ほいくえんの整備を支援 

■電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業 2億 9,197万円 

  住民税非課税世帯等に対して価格高騰緊急支援給付金を給付 

 

➢ 衛生費 

■公立小浜病院組合負担金 8億 2,963万円 

  公立小浜病院の円滑な運営のための負担金 

■新型コロナウイルスワクチン接種事業 1億 2,486万円 

 新型コロナウイルスのワクチン接種を実施 

■廃棄物処理広域化推進事業 1億 9,376万円 

 広域ごみ焼却施設の運営のための若狭広域行政事務組合への負担金 

 

➢ 農林水産業費 

■多面的機能支払交付金事業 9,210万円 

農用地、用排水路、農道等の地域資源の保全活動を行う地域の組織を支援 

■水産基盤ストックマネジメント事業 3,350万円 

  内外海漁港の泊桟橋更新を実施 

 



➢ 商工費 

■産業団地整備事業特別会計繰出金 1,647万円 

 県営産業団地整備事業にかかる負担金への繰出金 

■地域が一体となった民宿リニューアル支援事業補助金 6,583万円 

  阿納地区のシンボルとなる共同入浴施設の整備を支援 

■企業振興助成金 3,000万円 

  企業立地の促進のため企業振興助成金を交付 

■市内事業者エネルギー価格高騰対策支援事業 938万円 

  電気、ガス、ガソリンなどのエネルギー価格高騰に対する市内事業者への助成 

■北陸新幹線敦賀開業・北陸 DC対応強化事業 785万円 

  北陸 DC（デスティネーションキャンペーン）の開催に向けて、旅行会社、メディ

ア、JR関係者に本市の観光素材を発信 

 

➢ 土木費 

■社会資本整備（安全安心） 3億 1,770万円 

  社会資本の安全安心の確保を図るための道路整備を実施 

■道路メンテナンス事業 1億 2,003万円 

  橋梁の適正な維持管理のための法定点検や修繕工事等を実施 

■社会資本整備（街路：小浜縦貫線） 5,365万円 

  小浜縦貫線を拡幅するための事業を実施 

■海岸道路照明 LED化事業 1,100万円 

  市道臨港線の道路照明の LED化を実施 

■下水道事業繰出金等 8億 1,990万円 

    公共下水、農業集落排水、漁業集落環境整備事業の運営のための繰出 

 

➢ 教育費 

■重伝建地区保存修理事業補助金 2,054万円 

  重要伝統的建造物群保存地区内の伝統的建造物の修理などを支援 

■史跡後瀬山城跡整備事業 799万円 

  史跡後瀬山城跡保存活用計画および整備基本計画を基に、史跡整備に向けた調査

を実施 

■物価高騰対策学校給食費緊急支援事業 585万円 

  物価高騰による学校給食費の値上げを防ぐため、高騰する食材費の一部を支援 

 

 


